大阪府小規模住居型児童養育事業届等にかかる事務処理要綱
第１　趣旨
　この要綱は、大阪府小規模住居型児童養育事業（以下「本事業」という。）運営要綱に基づき実施される本事業の届出に関し、必要な事項を定めるものとする。
第２　事前相談
１　大阪市及び堺市の区域を除く大阪府の区域において、本事業を行おうとする者（以下「ファミリーホーム事業者」という。）は、知事に対し、予め事業開始のための相談を行うものとする。
２　前記相談の窓口は、大阪府福祉部子ども家庭局家庭支援課とする。
３　前記相談にあたり、ファミリーホーム事業者は、第３に定める事業開始届にかかる提出書類の案のほか、養育者及び世帯の同居人並びに事業を行おうとする住居の規模及び設備に関し、下記の書類を窓口に提出し、知事の助言指導を積極的に取り入れるものとする。なお、事業を行う住居が、養育者の現住所と異なる場合においては、養育者全員の現住所における住民票抄本を提出することとする。
　（１）要保護児童の養育経験に関する子ども家庭センター所長の証明書（養育者が養育里親の場合）様式第１号
　（２）児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設又は児童自立支援施設における児童の養育経験年数に関する証明書（養育者が施設等勤務経験がある場合）様式第２号
（３）養育者及び補助者並びに事業を行う住居において事業開始後も当該住居に同居する成年である者の宣誓書　様式第３号
（４）事業を行う住居の登記簿謄本又は賃貸借契約書の写し
（５）事業を行う住居における世帯全員を記載した発行日が３ヶ月以内の住民票謄本
（６）発行日が３ヶ月以内である養育者の健康診断書
（７）事業を行う住居の縮尺、寸法が記載された各階平面図、立面図、及び周辺地図
（８）ファミリーホーム事業者の収入関係書類（前年分源泉徴収票又は納税証明書等）
４　知事は、ファミリーホーム事業者及び養育者の要件を審査するにあたり、要保護児童の養育等に識見を有する者を任命し、その意見を求めることができる。
第３　届出の様式
１　児童福祉法（昭和２２年２月１２日法律第１６４号。以下「法」という。）第34条の４第1項に係る本事業開始届の様式については、様式第４号とする。
２　法第34条の４第２項に係る本事業変更届の様式については、様式第５号とする。
３　法第34条の４第3項に係る本事業の休止又は廃止の届については、様式第６号とする。
４　事業開始届に添付する書類は以下のとおりとする。
　（１）運営規程
　（２）事業計画書
　（３）収支予算書（事業開始から１年間）
　（４）職員の経歴書
（５）事業者が法人の場合、定款等基本約款
（６）その他知事が必要と認める書類
第４　運営規程
前項の運営規程に記載する事項は次のとおりとする。
（１）事業の目的及び運営の方針
（２）養育者等の職種、員数及び職務の内容
（３）委託児童の定員
（４）養育の内容
（５）緊急時等における対応方法
（６）非常災害対策
（７）委託児童の人権の擁護、虐待の防止のための措置に関する事項
（８）規則第１条の２８に規定する評価の実施方法等養育の質の向上のために図る措置の内容
（９）その他運営に関する重要事項
第５　事業計画書
前項の事業計画書に記載する事項は次のとおりとする。
（１）ファミリーホームの概要（ファミリーホーム事業者、名称、管理者氏名、事業開始年月日、職員配置）
（２）養育の年次目標
（３）養育計画（生活日課、居室利用計画、食事提供、生活指導目標、行事予定）
（４）職員処遇計画（勤務体制、職務分担、勤務表、職員会議計画、研修計画）
（５）保健衛生に関わる事項（日常生活習慣上の目標、定期検診の予定）
（６）防災計画（職員及び児童への防災知識修得の機会提供、避難訓練実施計画）
（７）地域、学校等との連携内容（地域、学校、PTAにおける行事参加予定、担当児童福祉司との協力・情報提供等連携の方法及び内容について）
（８）苦情対応体制（第三者委員の氏名、連絡先）
（９）その他機関との連携内容（関係機関一覧、連絡先）
（１０）その他事業に関わる事項で必要なもの
第６　届出書の取扱い等
１　本事業に係る届出書（以下「届出書」という。）の提出は、大阪府福祉部子ども家庭局家庭支援課において行うものとする。
２　知事は、届出書の提出を受けたときは、行政手続法（平成５年法律第８８号）第７条又は第３７条の規定により、届出書が法令で定められた形式上の要件に適合しているかどうかを審査又は確認し、適合していないものについては補正を求める等適切な措置をとらなければならない。
３　知事は、審査に適合する届出書の提出があったときは、当該届出書の写しを、各子ども家庭センター所長に送付するものとする。
第７　社会福祉法上の届出
社会福祉法第６９条第１項及び第２項の届出の様式については、様式第７号とする。
第８　事業の制限若しくは事業の停止
１　知事は、法第３４条の６に基づき、ファミリーホーム事業者に対し、本事業の制限又は停止を命ずるときは、児童を措置する子ども家庭センターの所長に対し、あらかじめ意見を聴取するものとする。
２　児童を措置する子ども家庭センターの長は、法第３４条の６の処分にかかるファミリーホーム事業者へ措置されている児童の処遇に対し、必要な措置を講じなければならない。
３　知事は、法第３４条の６に基づく処分を行ったときは、各子ども家庭センターの長に通知するものとする。
附則
本要綱は、平成２２年２月２６日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。
附則
本要綱は、平成２４年６月２５日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。
附則
　本要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
附則
　本要綱は、平成３０年１２月１７日から施行する。
附則

　本要綱は、令和２年３月２５日から施行し、令和元年６月１４日から適用する。
附則

　本要綱は、令和３年３月２６日から施行する。
附則

　本要綱は、令和４年４月１日から施行する。

